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Ⅰ 政務活動費の制度 

 

1 制度の目的  

平成12年4月地方分権一括法の施行により、地方公共団体の自己決定権、自  

己責任が拡大する中で、地方議会が担う役割はますます重要なものとなってい 

る。 

このような中にあって、議会の活性化を図るためには、その審議能力を強化し 

ていくことが必要不可欠であり、議員の調査活動基盤の充実強化を図る観点から、 

地方自治法によって平成13年4月に政務調査費交付の制度が設けられた。 

その後、平成25年3月の地方自治法改正法の施行により議員活動の活性化を図

る見直しが行われ、名称が政務活動費に変更されるとともに、議員の調査研究そ

の他の活動に資するために必要な経費の一部として、議会における会派又は議員

に対して交付することができるとされた。 

 

2 制 度 の 経 緯 

地方議員の活動基盤の充実強化については、かねてから、全国都道府県議  

会議長会を初めとする地方団体から国に対して強い要望がなされており、これ

らの積極的な活動が結実し、政務調査費の制度化等を内容とする「地方自治

法の一部を改正する法律」が平成 12年 5月に成立、平成 13年 4月 1日に施行さ

れた。 

本県では、この地方自治法の改正を受け、「佐賀県政務調査費の交付に関する 

  条例」が平成 13年 2月定例会において議員提出議案として提案可決され、 

平成 13年 4月 1日から施行された。 

 また、平成24年9月には、全国都道府県議会議長会等による「政務調査費を求める

要請活動」等により、政務調査費を政務活動費に改める地方自治法の改正が行われ、

平成25年3月1日に施行された。 

 これを受け、本県においても「佐賀県政務調査費の交付に関する条例の一部を改正

する条例」が、平成25年2月議会において、議員提出議案として提案可決され、平成

25年3月1日から施行された。 

 

 

根  拠  法  
 

地 方 自 治 法 第 1 0 0条  

 

第 14項  普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員  

の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、その議会に

おける会派又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場合
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において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務

活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。  

 

第15項  前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるとこ

ろにより、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するもの

とする。 

 

第16項  議長は、第14項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に

努めるものとする。  
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Ⅱ 政務活動費を充てることができる経費 
 

１ 基本指針 
  政務活動費は、地方自治法第 100条第 14項から第 16項及び佐賀県政務活動費の交
付に関する条例（以下「条例」という。）の規定に基づき、佐賀県議会議員（以下「議
員」という。）の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、会派に
対し、交付されるものである。 

  したがって、交付された政務活動費は、調査研究活動その他の活動に要する経費に
限り適切に充当されるべきものである。 

 

２ 政務活動費を充てることができる経費の範囲 

  条例第 2 条に基づく、政務活動費を充てることができる経費の範囲は「会派が実施
する調査研究、研修、広聴広報、要請陳情、住民相談、各種会議への参加等県政の課
題及び県民の意志を把握し、県政に反映させる活動その他の住民福祉の増進を図るた
めに必要な活動」に要する経費であって、以下の経費である。 

 

経費 内     容 

調査研究費 
会派（所属議員を含む。以下同じ。）が行う佐賀県の事務、地方行財
政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要する経費  

研 修 費 

１ 会派が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要す
る経費 

２ 団体等が開催する研修会（視察を含む。）、講演会等への所属議員
及び会派の雇用する職員の参加に要する経費  

広聴広報費 会派が行う県政に関する政策等の広聴広報活動に要する経費 

要請陳情等 

活 動 費 
会派が行う要請陳情、住民相談等の活動に要する経費 

会 議 費 

１ 会派が行う各種会議、住民相談会等に要する経費  
２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派としての参加
に要する経費 

資料作成費 会派が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費  

資料購入費 
会派が行う活動のために必要な図書、資料等の購入、利用等に要する
経費  

事 務 所 費 会派が行う活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費 

事 務 費 会派が行う活動に係る事務の遂行に要する経費  

人 件 費 会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費  
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主な支出例 

経費 内容 支出例 

調査研究費 

会派（所属議員を含む。以下同

じ。）が行う佐賀県の事務、地方

行財政等に関する調査研究（視

察を含む。）及び調査委託に要

する経費 

○ 交通費・宿泊費等 

  ・県内外における調査・視察、海外における調査・視察 

  ・県政に関する執行部との意見交換、打ち合わせ 

  ・市町や県民からの要望に関する現地調査等に要する交通費・宿泊費等 

○ 印刷費  ・上記活動等の調査報告書等の作成 

○ 調査委託費  ・民間調査機関・会派内研究会等への調査委託 

研 修 費 

１ 会派が行う研修会、講演会

等の実施（共同開催を含む。）

に要する経費 

２ 団体等が開催する研修会

（視察を含む。）、講演会等へ

の所属議員及び会派の雇用

する職員の参加に要する経費 

○ 会費等  ・研修会等の会費・参加費・資料代 

○ 交通費・宿泊費等  ・研修会参加のための交通費・宿泊費 

○ 会場代・機材借上料 

・会派の行う研修会や講演会等に使用する会場代 

○ 講師謝礼等  ・研修の際の講師に支払う謝礼等 

 

広聴広報費 

会派が行う県政に関する政策等

の広聴広報活動に要する経費 

○ 広報誌・報告書の印刷代 ・議会報告・県政だより等の印刷代 

○ 通信運搬料   ・広報資料の郵送料、宅配便代 

○ ホームページ作成費用 ・ホームページ作成に関する委託料 

○ 交通費 

要請陳情等 

活 動 費 

会派が行う要請陳情、住民相談

等の活動に要する経費 

○ 資料印刷費    

○ 文書通信費    

○ 交通費、宿泊費 等 

会 議 費 

１ 会派が行う各種会議、住民

相談会等に要する経費  

２ 団体等が開催する意見交換

会等各種会議への会派として

の参加に要する経費 

○ 会場代・機材借上料 

  ・会派の行う県政報告会や県政懇談会等に使用する会場代等 

○ 印刷代   ・ポスター、チラシ、配布資料等 

○ 交通費・宿泊費等  ・会議出席のための交通費・宿泊費等 

資料作成費 

会派が行う活動に必要な資料を

作成するために要する経費  

○ 印刷・製本・コピー料   ・議会審議資料の印刷・製本・コピー料 

○ 写真代  ・写真の現像、焼付料 

○ パネル等作成費  ・パネル等の作成費 

資料購入費 

会派が行う活動のために必要な

図書、資料等の購入、利用等に

要する経費 

○ 書籍等購入代   ・書籍、ビデオ、CD-ROM、DVD 等の購入 

○ 定期購読料（新聞、雑誌）   

・定期刊行物（新聞、雑誌）の購読料 

事 務 所 費 

会派が行う活動のために必要な

事務所の設置及び管理に要す

る経費 

○ 事務所費   

・事務所賃借料・事務所の光熱費、通信費・来客用駐車場賃借料 

事 務 費 

会派が行う活動に係る事務の遂

行に要する経費 

 

○ 事務用品、事務用備品購入費  

・文房具、コピー用紙代等・事務用機器（パソコン、コピー機等）の購入 

○ 事務用機器賃借料 ・事務用機器（パソコン、コピー機等）リース代 

○ 通信運搬費  ・電話、ファクシミリ、郵送料、プロバイダー料 

○ 自家用車リース料   

人 件 費 
会派が行う活動を補助する職員

を雇用する経費 

○ 政務活動を補助する者の給料・賃金 

○ 政務活動を補助する者の各種手当、社会保険料等 
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３ 政務活動費の充当が不適当な経費（参考事例） 

 

項  目 例          示 

（１） 政党活動に
要する経費 

・党大会への出席に要する経費及び党大会賛助金等に要する経費 
・政党活動、県連活動に要する経費 
・政党の広報紙、パンフレット、ビラ等の印刷及び発送料等に要する経
費 

・政党組織の事務所の設置及び維持に要する経費（人件費を含む） 

（２） 選挙活動に
要する経費 

・衆・参議院選挙などでの各種団体への支援依頼活動、選挙ビラ作成等
に要する経費 

・選挙運動及び選挙活動に要する経費 

（３） 後援会活動
に要する経
費 

・後援会活動に要する経費 
・後援会の広報紙、パンフレット、ビラ等の印刷及び発送料等に要する
経費                              

・後援会事務所の設置及び維持に要する経費（人件費を含む） 
・後援会主催の「県政報告会」等の開催に要する経費 

（４） 私的経費 

・香典、祝金、寸志等の冠婚葬祭や祝賀会の出席に要する経費 
・病気見舞い、餞別、中元・歳暮、電報、年賀状の購入・印刷等の儀礼
に要する経費 

・檀家総代会、報恩講、宮参り等の宗教活動に要する経費 
・観光、レクリエーション、私的な旅行等に要する経費 
・親睦会又は飲食を目的とした会合、レクリエーション大会等の開催及
び参加に要する経費 

・議員が他の団体の役職を兼ねていて、その団体の理事会、役員会及び
総会等への出席に要する経費 

（５） その他適当
でない経費 

・挨拶、会食やテープカットだけの出席に要する経費 
 （JA、土地改良区、森林組合の総会及び出初め式等の挨拶だけの出席） 
 （町内会、老人グラブ、婦人会の新年会等の会食だけの出席）    
 （起工式、竣工式等への出席） 
・事務所や自動車の購入及び維持・修理に要する経費 
・議員が他の団体の役職を兼ねていて、その団体の理事会、役員会及び
総会等への出席に要する経費 

・社会通念上妥当性を超えた経費や公職選挙法等の法令の制限に抵触す
る経費 

  （公職選挙法第 199 条の 2［公職の候補者等の寄付禁止］等） 
・調査研究活動に直接必要としない備品の購入等に要する経費 
  （冷蔵庫、美術品、衣服等） 
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Ⅲ 政務活動費を充てることができる経費の運用指針 

 

1 実費弁償の原則 

  政務活動は会派（議員）の自発的な意思に基づき行なわれるものであることから、
政務活動費は、社会通念上妥当な範囲のものであることを前提とした上で、調査研究そ
の他の活動に要した費用の実費に充当（実費弁償）することを原則とする。 

 

2 按分充当の原則 

  会派（議員）活動は、議会活動、政党活動、選挙活動等と多彩であり、一つの活動
が政務活動と他の活動の両面を有し、渾然一体となっていることが通例である。 

  このことから、活動に要した費用の全額に政務活動費を充当することが不適当な場
合にあっては、各活動の実績に応じた按分により充当することとし、按分の基準は以下
のとおりとする。 

 

（１）按分を要する経費 

 

  佐賀県政務活動費の交付に関する条例第２条別表に掲げる経費（Ｐ２「2政務活動費
を充てることができる経費の範囲」。以下「経費」という。）のうち、事務所費、事務費
及び人件費に充当する場合で、政務活動とそれ以外の活動に係る費用とを明確に区分し
難い場合にあっては、時間割合その他合理的な方法により按分して充当するものとする。 

  なお、必要な場合には、その他の経費についても実態に応じ、按分して充当するも
のとする。 

 

（２）按分割合の上限 

 

  事務所費、事務費（専ら政務活動のために使用される事務機器に係る費用を除く。）
及び人件費（専ら政務業務のために雇用した職員及び勤務実績表等により政務業務と他
の業務に従事した実態が明確に区分できる職員に係る人件費を除く。）の按分について
は、2分の 1を上限とする。 

 

（３）証拠書類への記載 

 

  按分により政務活動費を充当する場合には、按分率の積算根拠を明確にするととも
に、領収書その他の証拠書類に、按分の割合及び当該按分の割合に基づく政務活動費の
支出額を付記するものとする。 
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3 経費別充当指針 

 

（１）調査研究費 

 

会派又は所属議員が行う調査研究活動及び調査委託に要する経費。 

 

① 交通費・宿泊費等 

 

   本会議及び委員会活動に係る交通費・宿泊費等は、公費で費用弁償され、会派（議
員）の政務活動に係る交通費・宿泊費等は、政務活動費を充当することとなること
から、政務活動費の充当にあたっては、公費出張との均衡を図るため、県の旅費規
程を準用するものとする。 

   取扱にあたっては、政務活動に係るものであることを明らかにするため、会議等
の開催通知や案内状、日程表並びに視察報告書等を整理して保管しておく必要があ
る。 

   なお、国外視察及び会派等複数の議員で行った県外視察に係る報告書については、 
公表の対象となる。 

 

（ア）一般交通費（バス、鉄道、航空機、船舶）  

・旅行代理店等で一括して購入した場合など領収書を徴することができる場合は、
領収書の写しを添付する。領収書を徴することができない場合には、支払証明書
を添付する。 

・領収書に旅行日、利用空港（駅）を記載する。また、台紙の余白に視察目的等を
記載する。 

 

 （イ）タクシー代金                                
・タクシー代金への政務活動費の充当は、政務活動にあたって、他に利用できる公
共交通機関がないか運行本数が少ない場合、緊急の場合等、タクシーを利用する
合理的な理由がある場合に充当できるものとする。 

 

（ウ）レンタカー料金等 

・県内外の政務活動に必要最小限度の範囲で、レンタカーや、バス又はタクシーを
借り上げて使用できる。 

                    

（エ）宿 泊 費（各使途項目共通） 

・宿泊料金は、１３，３００円（１４，８００円）を上限とする。 

ただし、会議等の主催者から示された日程等により他の宿泊施設を利用するこ
とができない場合等は、上限額に拘わらず充当することができるものとする。 

※ 宿泊料１４，８００円は、東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、京都市、神
戸市、福岡市などに宿泊した場合であり、他の地域は、１３，３００円となる。 
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 （オ）活動諸費 

    活動諸費は定額とし、県内、県外とも日額３，０００円とする。 

    この場合、「活動諸費支払調書【政務活動】（様式第５号-１）」に記載して充当
する。 

    なお、この活動諸費には、 

・県内における活動時の一般交通費（電車、バス、船賃等） 

・自家用車使用の場合の燃料費 

・目的地内の移動経費（電車、バス、地下鉄、船賃等） 

・駐車場料金 

・高速有料道路料金 

・茶菓代 

・活動先への土産代 

・軽微な施設入場料 

等を含む。 

    ＊「目的地内」とは、活動先の市町村、東京都の場合は２３区内をいう。 

                     

② 調査委託費 

    

・民間調査会社、学術研究機関等に調査を委託する場合、委託する業務内容、委託金
額、委託期間、成果物等を明記した契約書を交わすものとする。 

  

③ 食糧費（調査研究費、研修費、会議費） 
 

・食糧費の支出については、県民の誤解を招きやすい部分であり、政務活動費を充当
する場合にあっては、その会合の目的が真に政務活動に資するものであって、その
参加者、実施形態、金額等が公職選挙法の制限に抵触しないこと及び社会通念上妥
当な範囲のものであることを前提とする。 

 

○  会派又は所属議員が主催する研修会等 

・会派又は所属議員が主催する研修会等で、講師や説明者へ食事を提供する場合に
あっては、社会通念上妥当な範囲で政務活動費を充当することができる。 

（講師や説明者等のみ充当可） 

 

公職選挙法上の制限 

 意見交換会への参加者、研修会等に講師として招いた識者等に食事、飲食を提供する
場合にあっては、当該研修会等を会派が主催するものであっても、会派所属議員の選挙
区内にある者への食事、飲食の提供は公職選挙法で禁止されている「寄付」にあたる。 

 ただし、湯茶及びこれに伴い通常用いられる程度の茶菓を提供することは差し支えな
い。 

【公職選挙法第 199条の 2】  【公職選挙法第 199条の 5】 
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（２）研 修 費 

 

会派又は所属議員が行う研修会又は講演会の実施に必要な経費並びに他団体が開催
する研修会等への参加に要する経費 

 

① 会費 
    

会費への政務活動費の充当に際しては、会費の支出対象である団体の活動内容や実
態が政務活動に適うものである必要があり、会派（議員）が所属しない他団体の主催
する意見交換会等の参加費については、あくまでも実質的な意見交換が中心である場
合に充当できるものとする。 

   なお、議員の経営者としての資格等、個人的資格要件で加入している団体の会費
（参加している会合の参加費）については、政務活動費を充当しないものとする。 

 

○ 政務活動費の充当が不適当な会費（参考事例） 

・団体の活動総体が政務活動に寄与しない場合、その団体に対して納める年会費
月会費等 

    ・個人の立場で加入している団体などに対する会費等 

（例）町内会費、公民館費、ＰＴＡ会費、婦人会費、スポーツクラブ会費、
商工会費、同窓会費、及び老人クラブ会費並びにライオンズクラブ、
ロータリークラブの会費等で、議員個人に本来帰属する会費 

・政党（県連）本来の活動に伴う党大会費、党費、党大会賛助金等 

・議会内の親睦団体の会費 

・他の議員の後援会や祝賀会に出席する会費 

・宗教団体の会費 

・冠婚葬祭の会費（結婚式の会費、祝賀会の会費、祭りの経費負担） 

・親睦または飲食を目的とする会合の会費 

・意見交換を伴わない会合の会費 

 

 

（３）広聴広報費 
 

広聴広報費へ政務活動費を充当する場合は、議会における活動状況及び県政に関する
政策等の広聴広報活動に要する経費で、住民の意見を議会活動に反映させることを目的
としたものである必要がある。 

 

広報誌の発行 

後援会等と共同して発行する広報誌に政務活動費を充当する場合には、按分して
充当する必要がある。 

また、広報誌が政務活動の一環として発行されるものであれば、配付先に拘わら
ず、政務活動費を充当することができる。 
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（４）要請陳情等活動費 

  会派が行う要請陳情、住民相談等の活動に要する経費 

 

 

（５）会 議 費 

 

  会派又は所属議員が行う各種会議に要する経費及び団体等が開催する各種会議への
会派としての参加に要する経費 

 

○ 会場代、機材借上代 
・会場賃借料、機材借上料等の会議の開催に要する経費で、政務活動目的で開催され
る会議であれば充当できる。 

・他の行事・業務と一緒に開催される場合には、適切な割合で按分する。 

                    

 

（６）資料作成費 

 

  会派又は所属議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費 

                                        

○ 印刷・製本・コピー費 
 
  ・印刷・製本・コピー代については、政務活動業務以外に使用した分が含まれてい

る場合には、その実態に応じて適切な割合で按分して充当する。 

                   

 

（７）資料購入費 

 

  会派又は所属議員が行う活動のために必要な図書、資料等の購入、利用等に要する
経費 

 
① 図書購入費 

 

・政務活動に資するものであれば、書籍、ビデオ、ＣＤ，ＤＶＤ等の購入ができるが、
政務活動との関連性が十分に説明できるものでなければならない。 

 

② 新聞・雑誌購読料 
 
（ア）新聞購読料については、１紙１部とし、購読数の制限はしない。 

（イ）一般週刊誌については、政務活動費の充当はできないものとする。 
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（８）事務所費 

 

① 事務所の要件 
 

  事務所経費への政務活動費の充当にあたっては、次に掲げるのような「事務所」と
しての要件を備えており、実際にそこが政務活動に使用されている場合に充当できるも
のとする。 

  なお、事務所の購入費に政務活動費を充当することはできないものとする。 

 

（ア）事務所としての外形上の形態を有していること。 

                                           

（イ）事務所としての機能（事務スペース、応接スペース、事務用備品等）を有してい
ること。 

 

（ウ）賃貸の場合には、原則として所属議員が契約者となっていること。 

※自己所有物件又は生計を一にしている親族の所有物件の賃借料等への充当は
認めない。 

 

② 事務所経費の按分方針 
  

  会派（議員）活動は、政務活動と他の活動が渾然一体となっていることから、事務
所経費への政務活動費の充当にあたっては、各活動の実績に応じて按分して充当する必
要がある。 

  ただし、会派（議員）活動は、個々で異なるため一律の按分割合を示すことは不合
理であることから、それぞれの会派（議員）の活動割合に応じた合理的に説明可能な範
囲で、按分率の積算根拠を明確にしておくものとする。 

                                      

事務所を後援会及び住居等と共用する場合 

可能な限り事務所の賃貸借契約、電話、ガス等の契約を分離することが望ましいが、
手続き的に困難な場合は、現に政務活動に当てられている実態に応じて按分するものと
する。 

なお、住居等を兼ねた事務所の賃借料へは政務活動費を充当しないものとする。 

 

 

③ 事務所経費の按分方法 
 
  事務所における活動実績の割合（推計）により按分率を算出する際の基準例は以下
のとおりとする。 

 

（ア）按分率（住居等を兼ねた事務所を除く） 

 

               政務活動（A％）                    

政務活動（A％）＋政党・政治団体活動（Ｂ％）＋その他活動（Ｃ％） 
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 （イ）住居等を兼ねた事務所の光熱費に係る按分率 

 

               政務活動（A％）                    

（ 政務活動（A％）＋政党・政治団体活動（Ｂ％）＋その他活動（Ｃ ％） ） 

×事務所部分面積（  ㎡）／全体面積（ ㎡） 

                                    

（ウ）住居等を兼ねた事務所の電話料金に係る按分率 

 

               政務活動用務 （A％）                
政務活動用務（A％）＋政党・政治団体用務（Ｂ ％）＋その他用務（Ｃ ％）＋日常生
活用務（Ｄ％） 

 

 
④ 事務所経費への充当限度額 

 

  事務所の形態に応じた費目別の政務活動費充当限度額（按分率の打切り上限）の基
準は以下のとおりとする。 

 

事務所の形態 

（事務所が兼ねる機能） 

費  目 

光 熱 費 電話料金 賃 借 料 

政務活動事務所  

＋政治団体事務所 
1／2   1／2  1／2 

政務活動事務所＋住居等 1／4   1／2  － 

政務活動事務所 

＋政治団体事務所＋住居等 
1／4 1／3 － 

 

 

 

（９）事 務 費 

 

 政務活動費は、原則的には政務活動に要する費用に充当するものであり、政務活動を
行うための環境整備にまで充当することは適当でない。 

 このことから、備品・消耗品の購入に政務活動費を充当する場合にあっては、政務活
動に対する有用性が高く、政務活動に直接必要であると認められるものに限定するもの
とし、その購入価格についても、政務活動費を充当する備品という観点から、常識的に
判断されるべきものである。                                       

なお、事務機器等のリース料に政務活動費を充当する場合にあっては、事務所経費と同
様に按分して充当するものとする。 
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①  事務機器 
 

事務機器（パソコン、コピー機等）の購入は可能であるが、リース契約することが望
ましいと考えられる。 

                                       

（ア）按分方法 

   使用実績の割合（推計）により按分して充当する際の基準例は以下のとおりとする。 
 

               政務活動用務（A％）                 
政務活動用務（A％）＋政党・政治団体用務（Ｂ ％）＋その他用務（Ｃ％） 

 

（イ）充当限度額 

  政務活動費充当限度額（按分率の打切り上限）の基準は以下のとおりとする。 

 

   ・専ら政務活動用とされている機器 ⇒ 全額 

   ・上記以外の機器 ⇒ 1／2を限度とする。 

  

② 自家用車 
 

自家用車の購入費用、車検料（自賠責保険料、税金を含む）、自動車保険料（任意）、 
 自動車税、修理代金（故障・破損）には、充当できないものとする。 

自家用車のリース料については、議員の活動の多面的な性格はもとより、他の活動に 

 も使用できる自動車の性格を踏まえ、適切な比率で按分して充当できるものとする。 

 

（ア）按分方法 

   使用実績の割合（推計）により按分して充当する際の基準例は以下のとおりとする。 
 

               政務活動用務（A％）                 
政務活動用務（A％）＋政党・政治団体用務（Ｂ ％）＋その他用務（Ｃ％） 

 

（イ）充当限度額等 

   政務活動費充当限度額（按分率の打切り上限）の基準は以下のとおりとする。 

 

   ・自家用車リース料については、按分比 1／2を限度とし、月額支払リース料４万
円（年間４８万円）を限度とする。 

   ※自家用車のリースは、自動車リースを業とする会社との契約に限り対象とする。
ただし、任意保険料や違約金等は対象外とする。 

                                        

③ 政務活動費の充当が不適当な備品等（参考事例） 
・事務所に掲示する絵画等の美術・装飾品 

・事務所に設置する冷蔵庫、エアコン、ソファー等の備品 

・衣服 等 
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（１０）人 件 費 
 

 政務活動の補助業務のために雇用した職員の人件費には、政務活動費を充当すること
ができるものとする。 

 なお、事務所職員を政務活動の補助業務に従事させている場合等で、政務活動の補助
業務とそれ以外の業務とを兼ねて従事している職員の人件費に政務活動費を充当する場
合にあっては、勤務実績表等に基づく勤務時間の実態に基づいて充当するか、政務業務
に従事した割合（平均時間、日数等）等で按分して充当する必要がある。 

                                     

① 人件費按分方法 
 

  勤務実績に基づき按分する際の基準例は以下のとおりとする。 

 

（ア）勤務実績表に基づく按分方法 

   政務活動（政務活動業務）に関する「勤務実績表」等を作成し、それに基づき政
務活動費を充当する。 （参照：様式第 4号「政務活動業務勤務実績表・領収書」） 

 

（イ）業務実績（推計）に基づく按分方法 

   業務実績の割合（推計）により按分率を算出し、それに基づき政務活動費を充当
する。 

 

［算出式］ 

              政務活動業務（A％）                  
政務活動業務（A％）＋政党・政治団体業務（Ｂ ％）＋その他業務（Ｃ％） 

 

（ウ）協定書（覚書）等に基づく按分方法 

   事務所が政治団体（後援会）事務所を兼ねている場合等においては、年度当初に
会派（議員）と政治団体（後援会）との間で雇用職員の業務割合についての協定書
（覚書）を交わして、それに基づき政務活動費を充当する。 

 

② 人件費への充当限度額 
 

  政務活動費充当限度額（按分率の打切り上限）の基準を以下のとおりとする。 

・政務活動業務専任者 ⇒ 全額 

・勤務実績表等により政務活動業務に従事した実績が明確な者 ⇒ 実績額 

・上記以外の者  ⇒ 1／2  
 

議員親族の雇用 

議員の親族を政務活動補助職員として雇用するときは、社会通念上妥当と判断さ
れる雇用形態を有している場合に限り、政務活動費を充当することができるものと
する。 

 なお、配偶者の雇用については、誤解を招きやすいので、好ましくない。 

（参照：様式第７号 雇用契約書） 
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Ⅳ 会計処理 

1 会計帳簿等の整理保管 

  会派の政務活動費経理責任者は、政務活動費に係る支出について、会計帳簿を調製
し、その内訳を明確にするとともに、証拠書類等を整理保管し、これらの書類を５年間
保存しなければならないとされている。 【規程第５条】 

  したがって、会派が解散等により消滅した場合にあっても、保存を義務付けられて
いる経理責任者が、保存期間が経過するまで証拠書類等を保存しなければならないもの
であること。 

 

2 証拠書類の整備 

（１）領収書等（原本は会派で保管、写しを議長へ提出） 

    支出を証明する書類として、領収書、受領書、振込受領書その他これらに類す
る書類を徴するものとする。 

（参照：様式第 3号「領収書貼付台紙」） 

（参照：様式第 4号「政務活動業務 勤務実績表・領収書」） 

（参照：様式第 5号-1「活動諸費支払調書【政務活動】」） 

            （参照：様式第 5-号 2「海外日当支払調書【政務活動】」） 

 

（２）支払証明書（原本は会派で保管、写しを議長へ提出） 

     領収書等が取得できない場合にあっては、「政務活動費支払証明書」を整備 

するものとする。 

     （参照：様式第 6号「政務活動費支払証明書」） 

                     

3 会計帳簿類（会派で保管） 

  会計帳簿類は、下記のとおりである。 

・会計帳簿        （参照：様式第１号「会計帳簿」） 

   ・政務活動記録票 （参照：様式第 2号-1「政務活動記録票」）  

      ・政務活動記録票《国外・県外視察報告書》 

 （参照：様式第 2号-2「政務活動記録票《国外・県外視察報告書》」） 

 

４ 証拠書類等の保存 

  証拠書類等（原本）は収支報告書を提出すべき期間の末日の翌日から起算して５年 

を経過する日まで保存しなければならない。 

  （原本の保管） 

・領収書等、支払証明書、政務活動業務勤務実績表・領収書、活動諸費支払調書、海
外日当支払調書、会計帳簿、政務活動記録票、政務活動記録票《国外・県外視察報
告書》 

 ・その他、支出の根拠となる書類及び活動の実態が分かる書類など。 

 

15



Ⅴ 収支報告書等の閲覧（情報公開） 

1 収支報告書等の閲覧制度 

  議長に提出された収支報告書と領収書等の写しは、佐賀県政務活動費の交付に関す
る条例の規定により、佐賀県情報公開条例に基づく開示請求の手続きを経ることなく、
何人も閲覧できるものとされている。 

 

2 非開示情報                   

  収支報告書及び領収書等の写しに、佐賀県情報公開条例第６条に規定する非開示情 

報が記録されているときは、この情報部分を除き閲覧に供することとされている。 

 

ア 特定の個人が識別できる情報（公務員の職務に関する情報は開示対象） 

イ 法人その他の団体、事業を営む個人の事業に関する情報で、開示することにより、 

当該法人その他の団体又は当該個人に明らかに不利益を与えると認められる情報 等 

  

  （事例） 

     ・雇用する職員の氏名、住所及び電話番号 

・領収書に記載された従業員氏名、印影   

                    

  （注意） 

     ・個人に関する情報であっても、法令等の定めるところにより、何人でも閲
覧できる情報や、公表を目的として作成された情報については、非開示情
報から除かれる。 

 

３ 事務の流れ 

 

収支報告書及び領収
書等の写しの提出 

提出期限  

４月３０日
会派の代表者は、年度の終了日の翌日から起算
して３０日以内に議長へ提出 

必要に応じて議長の調査 

収支報告書及び領収
書等の写しの閲覧 

 

 

 

閲覧開始  

６月３０日
 

 

 

収支報告書及び領収書等の写しの閲覧は、収支
報告書を提出すべき期間の末日の翌日から起算
して６０日を経過した日の翌日からすることが
できる 

閲覧場所：議会事務局 

閲覧時間：開庁日の勤務時間中 
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《資 料 集》 
 
 

１ 地方自治法（抜粋） 

 

２ 佐賀県政務活動費の交付に関する条例 

  

３ 佐賀県政務活動費の交付に関する規程 
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地  方  自  治  法 
（昭和 22年 4月 17日法律第 67号） 

 
 
［調査権・刊行物の送付・図書室の設置等］ 
 
 
第 100条 
 
第 14 項 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調

査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会

派又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場合において、当

該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てるこ

とができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。 

 

第 15 項 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところ

により、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとす

る。 

 

第 16項 議長は、第 14項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努

めるものとする。 
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佐賀県政務活動費の交付に関する条例 
（平成 13 年３月 23 日佐賀県条例第 29 号） 

 
（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 100 条第 14 項から第 16
項までの規定に基づき、佐賀県議会（以下「議会」という。）の議員の調査研究その他
の活動に資するため必要な経費の一部として、議会における会派（所属議員が一人の場
合を含む。以下「会派」という。）に対し、政務活動費を交付することに関し必要な事
項を定めるものとする。 

 
 （政務活動費を充てることができる経費の範囲） 
第２条 政務活動費は、会派が実施する調査研究、研修、広聴広報、要請陳情、住民相
談、各種会議への参加等県政の課題及び県民の意思を把握し、県政に反映させる活動そ
の他の住民の福祉の増進を図るために必要な活動（以下「政務活動」という。）に要す
る経費に対して交付する。 

２ 政務活動費は、別表に定める政務活動に要する経費に充てることができるものとす
る。 

 
 （政務活動費の交付対象） 
第３条 政務活動費は、会派に対し交付する。 
 
（交付額等） 

第４条 政務活動費の額は、一の会派につき月額 30 万円に当該会派の所属議員の数を乗
じて得た額とする。 

２ 前項の所属議員の数は、月の初日における各会派の所属議員の数による。 
３ 月の中途において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属 
会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生
じた日の属する月の交付額の算定に当たっては、これらの事由は生じなかったものとみ
なす。一の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合も同様とする。 

４ 各会派の所属議員の数の算定については、同一議員について重複して行うことがで
きない。 

 
 （会派の届出） 
第５条 議員が会派を結成し、政務活動費の交付を受けようとするときは、代表者及び
政務活動費経理責任者を定め、その代表者は会派結成届を議長に提出しなければならな
い。 

２ 会派結成届の内容に異動が生じたときは、その代表者は会派異動届を議長に提出し
なければならない。 

３ 会派を解散したときは、その代表者は会派解散届を議長に提出しなければならない。 
 
（会派等の通知） 

第６条 議長は、前条の規定により会派結成届のあった会派について、毎年４月５日ま
でに、知事に通知しなければならない。 

２ 議長は、年度中途において、会派結成届、会派異動届又は会派解散届が提出された
ときは、速やかに知事に通知しなければならない。 
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 （政務活動費の交付決定） 
第７条 知事は、前条の規定による通知に係る会派について、政務活動費の交付の決定
を行い、会派の代表者に通知しなければならない。 

 
 （政務活動費の請求及び交付） 
第８条 会派の代表者は、前条の規定による通知を受けた後、毎四半期の最初の月の 10
日までに、当該四半期に属する月数分の政務活動費を請求するものとする。 
ただし、１四半期の中途において議員の任期が満了する場合には、任期満了日が属

する月までの月数分を請求するものとする。 
２ 知事は、前項の請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するものとする。 
３ １四半期の中途において、新たに会派が結成されたときは、会派結成届が提出され
た日の属する月の翌月（その日が月の初日の場合は当月）分以降の政務活動費を当該会
派に対し、交付する。 

４ １四半期の中途において、会派の所属議員数に異動が生じた場合、当該会派に既に
交付した政務活動費については、その異動が生じた日の属する月の翌月（その日が月の
初日の場合は当月）分から調整する。 

５ １四半期の中途において、会派が消滅したときは、当該会派の代表者は、当該消滅
した日の属する月の翌月（その日が月の初日の場合は当月）分以降の政務活動費を速や
かに返還しなければならない。 

 
 （収支報告書） 
第９条 会派の代表者は、政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」
という。）を、別記様式により年度終了日の翌日から起算して 30 日以内に議長に提出し
なければならない。 

２ 会派の代表者は、会派が消滅したときは、前項の規定にかかわらず、当該会派が消
滅した日の属する月までの収支報告書を、別記様式により消滅した日の翌日から起算し
て 30 日以内に議長に提出しなければならない。 

３ 前二項の収支報告書には、領収書その他の証拠書類の写し（以下「領収書等の写し」
という。）を添付しなければならない。 

４ 議長は、第１項又は第２項の規定により提出された収支報告書の写しを、知事に送
付するものとする。 

  
 （政務活動費の返還） 
第 10 条 知事は、会派がその年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該会
派がその年度において行った政務活動費による支出（第２条に規定する政務活動費を充
てることができる経費の範囲に従って行った支出をいう。）の総額を控除して残余があ
る場合、当該残余の額に相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。 

 
 （収支報告書の保存及び閲覧） 
第 11 条 第９条の規定により提出された収支報告書及び領収書等の写しは、これを受理
した議長において、提出すべき期間の末日の翌日から起算して五年を経過する日まで保
存しなければならない。 

２ 何人も、議長に対し前項の収支報告書及び領収書等の写しの閲覧を請求することがで 
きる。 

３ 議長は、前項の規定による請求があったときは、収支報告書及び領収書等の写しに記
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載されている情報のうち、佐賀県情報公開条例（昭和 62 年佐賀県条例第 17 号）第６条
の非開示情報を除き、閲覧に供するものとする。 

 
 （透明性の確保） 
第 12 条 議長は、収支報告書について必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適正な
運用を期すとともに、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 

 
 （委任） 
第 13 条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、議長の
定めるところによる。 

 
附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、平成 13 年４月１日から施行する。 
 （政務調査費の額の特例） 
２ 平成 20 年４月１日から平成 23 年３月 31 日までの間における第３条第１項の規定の
適用については、同項中「30 万円」とあるのは「25 万円」とする。 

 
附 則（平成 14 年条例第 41 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
 

附 則（平成 20 年条例第 29 号） 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成 20 年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例による改正後の佐賀県政務調査費の交付に関する条例の規定は、この条例
の施行の日以後に交付される政務調査費について適用し、同日前に交付された政務調査
費については、なお従前の例による。 

 
附 則（平成 20 年条例第 48 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成 25 年３月１日から施行する。 
 
 （経過措置） 
２ この条例による改正後の佐賀県政務活動費の交付に関する条例（以下「新条例」と
いう。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に交付される政
務活動費について適用し、施行日前にこの条例による改正前の佐賀県政務調査費の交付
に関する条例（以下「旧条例」という。）の規定により交付された政務調査費について
は、なお従前の例による。 

 
３ この条例の施行の際現に旧条例第４条の規定により提出されている会派の届出は、
施行日において、新条例第５条の規定により提出された会派の届出とみなす。 
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別表（第２条関係） 

政務活動に要する経費 

経費 内容  

調査研究費  会派（所属議員を含む。以下同じ。）が行う佐賀県の事務、地方行
財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要する経
費 

研修費  １ 会派が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要す
る経費 

２ 団体等が開催する研修会（視察を含む。）、講演会等への所属議
員及び会派の雇用する職員の参加に要する経費 

広聴広報費 会派が行う県政に関する政策等の広聴広報活動に要する経費 

要請陳情等 
活 動 費 

会派が行う要請陳情、住民相談等の活動に要する経費  

会議費 １ 会派が行う各種会議、住民相談会等に要する経費 
２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派としての参加
に要する経費 

資料作成費 会派が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費 

資料購入費 会派が行う活動のために必要な図書、資料等の購入、利用等に要す
る経費 

事務所費 会派が行う活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費 

事務費 会派が行う活動に係る事務の遂行に要する経費 

人件費 会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費 
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様式（第９条関係） 

 
 

年  月  日 
 
 

佐賀県議会議長  
 
             様 
 
 

会派名 

代表者名       印 

 
 

○○年度政務活動費に係る収支報告について 
 

 佐賀県政務活動費の交付に関する条例第９条第１項（第２項）に基づき、 
別紙のとおり○○年度政務活動費収支報告書を提出します。 
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○○年度政務活動費収支報告書 
 

会派名 
 
 １ 収 入 
 
    政務活動費            円 
 
 ２ 支 出 
                               （単位：円） 

経費 支出額 備考 

調査研究費   

研修費   

広聴広報費   

要請陳情等活動費   

会議費   

資料作成費   

資料購入費   

事務所費   

事務費   

人件費   

合計   

 
 ３ 残 余 
 
                円 
 
 
 注） 備考欄には、主たる支出の内訳を記載する。 
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           佐賀県政務活動費の交付に関する規程 
          （平成 13 年３月 30 日佐賀県議会告示第 1 号） 
 
 （趣旨） 
第 1 条 この規程は、佐賀県政務活動費の交付に関する条例（平成 13 年佐賀県条例第 29
号。以下「条例」という。）第 13 条の規定に基づき、佐賀県議会の議員の政務活動費の
交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 
 （会派結成届等） 
第２条 条例第５条第 1 項に規定する会派結成届は､別記様式第 1 号によるものとする。 
２ 条例第５条第２項に規定する会派異動届は、別記様式第２号によるものとする。 
３ 条例第５条第３項に規定する会派解散届は、別記様式第３号によるものとする。 
 
 （会派の通知） 
第３条 条例第６条第 1 項の規定による通知は､別記様式第４号により行うものとする。 
 
 （政務活動費の請求） 
第４条 条例第８条第１項の規定による請求は、別記様式第５号により行うものとする。 
 
 （証拠書類等の整理保管） 
第５条 会派の政務活動費経理責任者は、政務活動費の支出について会計帳簿を調製し、
その内訳を明確にするとともに、証拠書類等を整理保管し、これらの書類を当該政務活
動費の収支報告書を提出すべき期間の末日の翌日から起算して５年を経過する日まで
保存しなければならない。 

 
 （収支報告書の閲覧） 
第６条 条例第 11 条第２項の規定による収支報告書及び領収書等の写しの閲覧は、当該
収支報告書を提出すべき期間の末日の翌日から起算して 60 日を経過した日の翌日から
することができる。 

2 条例第 11 条第２項の規定による収支報告書及び領収書等の写しの閲覧は、佐賀県議
会の議長が指定する場所で、執務時間中にしなければならない。 

 
  附  則 
 この規程は、平成 13 年４月１日から施行する。 
 

 
 附  則（平成 20 年議会告示第１号） 
（施行期日） 
１ この告示は、平成 20 年４月１日から施行する。 
 
（経過措置） 
２ この告示による改正後の佐賀県政務調査費の交付に関する規程の規定は、この告示の
施行の日以後に交付される政務調査費について適用し、同日前に交付された政務調査費
については、なお従前の例による。 
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 附  則 
（施行期日） 
１ この告示は、平成 25 年３月１日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 
 

年   月   日 
 
 
佐賀県議会議長  

様 
 
 

会派名 
代表者          印 

 
 

会派結成届 
 
 

佐賀県政務活動費の交付に関する条例第５条第１項の規定により、 
下記のとおり届け出ます。 

 
 

記 
 

1 会派の名称 
 

2 代表者の氏名 
 

3 政務活動費経理責任者の氏名 
 

4 所属議員数 
 

5 所属議員氏名    別添名簿のとおり 
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様式第２号（第２条関係） 
 

年  月  日 
 
 佐賀県議会議長 
            様 
 

会派名 
代表者         印 

 
会派異動届 

 
佐賀県政務活動費の交付に関する条例第５条第２項の規定により、 
下記のとおり届け出ます。 

 
 

記 
 
 
1 異動年月日 

 
2 異動内容 

 
区  分      新 旧  

会派の名称   

代表者の氏名   

政務活動費 
経理責任者の 
氏名 

 
 
 

 
 
 

所属議員数   

異動のあった 
所属議員氏名 

 
 

 
 

 

 
 

28



 
様式第３号（第２条関係） 

 
年  月  日 

 
 

佐賀県議会議長  
             様 
 
 

会派名 
代表者         印 

 
 

会派解散届 
 

 佐賀県政務活動費の交付に関する条例第５条第３項の規定 
により、下記のとおり届け出ます。 

 
 

記 
 
 

１ 解散した会派の名称 
 
 
２ 解散した年月日 
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様式第４号（第３条関係） 
 

年  月  日 
 
 
 佐賀県知事 

          様  
 
                       佐賀県議会議長 

氏     名     印 
 
 

政務活動費の交付を受けようとする会派について 
 
 

佐賀県政務活動費の交付に関する条例第６条の規定により、 
下記のとおり通知します。   

 
 

記 
 
 
       別添会派結成（異動、解散）届（写し）のとおり。 
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様式第５号（第４条関係） 
 

年  月  日 
 
 
 佐賀県知事 

          様  
 
 

会派名 
代表者         印 

 
 

○○年度政務活動費請求書 
 
 

 佐賀県政務活動費の交付に関する条例第８条第１項の規定により、 
下記のとおり政務活動費を請求します。   

 
 

記 
 
 
  １  金            円 
 
 
    ただし、   年  月分 ～   年  月分（所属議員数  名） 
 
   
  ２  所属議員氏名     別添名簿のとおり 
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《標準様式集》 

様式第 1号   会計帳簿 

様式第 2号－１ 政務活動記録票 

様式第 2号－２ 政務活動記録票《国外・県外視察報告書》 

様式第 3号   領収書貼付台紙 

様式第 4号   政務活動業務 勤務実績表・領収書 

様式第 5号－１ 活動諸費支払調書【政務活動】 

様式第 5号－２ 海外日当支払調書【政務活動】 

様式第 6号   政務活動費支払証明書 

様式第 7号   雇用契約書 
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日
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（
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率

）

    



様式第２号-1

　

月　日

領収書の
有無

交通費 （航空券） 円

（ＪＲ・私鉄） 円

円

円

円

宿泊料 円

その他 円

円

円

円

活動諸費 円

円合　　　計　　

　　◆会議や研修等の開催通知・スケジュールのほか、視察報告書等も整理保管すること。
　　◆宿泊料14,800円は東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、神戸市、福岡市などで、他の地区は、13,300円。

相手方　・
参加者等

目的　・
内容　・
結果等

上記
活動に
要した
経　費

　定額　：　県内・外　３，０００円／日額

小　　　計　　

経費の内容、積算の基礎等

《特記事項》

       （上限13,300円(14,800円)）

金　　額

政　　務　　活　　動　　記　　録　　票

会派（議員）氏名：

月　　　　日（　　）　　　～　　　　　月　　　　日（　　）

場　所



様式第２号-２

　

活動月日

相手方　・

参加者等

目 的 ・

内 容 ・

結 果 等

主な支出内容
領収書の
有無

交通費 円

円

円

宿泊料 円

その他 円

（施設利用料等） 円

円

　 円

円

場　　　所

政務活動記録票　《　国外・県外視察報告書　》

金　　　額

月　　　日（　　）　　　～　　　　　月　　　日（　　）

会派（議員）氏名：

経費の内容、積算の基礎等

◆国外の宿泊料については、事務局に問い合わせてください。

◆宿泊料は、東京都、大阪市、名古屋市、横浜市、神戸市、福岡市は１４，８００円、その他の地区は、１３，３００円を上限とする。

活動に要
した経費

合　　　　　　　　　計



様式第３号 領収書番号（　　　　　　　）

月 日分 使途項目：

領収書貼付台紙

《領収書貼付枠》　 （重ならないように貼付すること。）

◆会議や研修等の開催通知・スケジュールのほか、視察報告書等も整理保管しておくこと。



様式第４号

氏　　名

勤　務
時間数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

（Ａ） （Ｂ） 

氏　　　名  

金 　円　　（Ｃ） 平成 年 月 日

氏　　名  

① [（Ａ） 時間 分] × 　単価　[ 円]　　　＝ 円

② 　　　円] × 円[総支給額（Ｃ） （Ｂ）／（Ａ）　　　　　＝

計

上記のとおり勤務したことを証明します。

左記金額領収致しました

【政務活動費充当計算】

政務活動業務　　勤務実績表・領収書

月分

日 曜日 政　務　活　動　業　務　内　容うち政務活動
業務時間数



様式第５号-１

【　　　　　年　　　　月分】

日 場    所 活　　動　　内　　容 活動諸費額（円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

　　　　　上記金額を充当しました。

　　　　　　　　　議員名  

合　計　金　額　　

活動諸費支払調書 【政務活動】



様式第５号-２

【　　　　　年　　　　月分】

日 場    所 活　　動　　内　　容 海外日当額（円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

　　　　　上記金額を充当しました。

　　　　　　　　　議員名  

合　計　金　額　　

海外日当支払調書 【政務活動】
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様式第７号 
雇 用 契 約 書 

 
 
氏  名          印 生年月日   年  月  日  

現 住 所   

 
電話番号 

緊急時の 
連絡先  

 
下記条件にて契約を致します。 

 
雇用期間 年  月  日から    年  月  日  

就業場所  

職務内容  

就業時間  

休  日  

給与・（賃金） 月給      円 （時給     円） 

給与支払 日締切        日支払  

給与振込先 
 

銀行      支店  
普通預金   口座番号  

上記契約期間満了をもって本契約を解消する。     

※契約書は 2通作成し、双方が各 1通を保管する。 
 

年   月   日 
 

雇 用 者            
 

                 会派（議員）名              印 
 

被雇用者   氏  名              印 
 
 
 
 

 
 


